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中央区内景気動向調査（令和７年２月調査）結果について 

  本件調査は、国の景気動向指数（ＤＩ）にならって区独自に実施しているものです。 

 東京の中心で銀座・日本橋等の繁華街や兜町等の金融街を抱える本区の景気動向調査は、日

本経済の景気動向をより敏感に表すものと考えます。 

 調査方法は、経済活動の現場で働く方を景気ウォッチャー（調査協力員）として委嘱し、それぞれ

の仕事を通じた景気判断を報告してもらい、この報告を基に区内の景気動向を把握するものです。 

 本区では、平成１４年１０月に景気回復対策本部を発足させ、景気回復を目指して区内共通買物

券の発行などの施策を実施してまいりました。それと平行して平成１５年２月から区内の景気動向の

調査を行っています。今回の調査では、現状のＤＩは前回調査から３．４ポイント低下して５０．６とな

りました。先行きのＤＩは５１．７と、前回調査と変わらず横ばいでした。 

  今後、各分野ごとの動向を的確に把握し、景気の先行きに、より明るい判断材料となるよう

な施策を実施していきたいと思います。 

「調査結果の概要」 

 景気の現状に対する判断理由を見ると、家計動向関連では、「春節でインバウンドが好調で

ある。」「高付加価値な消費へのニーズの底堅さは継続している。」といった意見があるもの

の、「値上げ等で消費マインドがやや低迷している国内客に不安が残る。」「物価そのものが

高くなってきており、客の節約志向が高まっている。」などの意見が寄せられ、ＤＩは前回調

査から７．７ポイント低下し４８．９となった。企業動向関連では、「トータルでは大きな変

動はみられない。」「物価高の影響が生活の隅々まで及び、節約志向が着実に浸透しつつあ

る。」といった意見があるものの、「工事の受注量が増加している。」「年度末に向けての契

約が順調に取れている。」などの意見が寄せられ、ＤＩは前回調査から０．２ポイント上昇し

５２．２となった。結果、現状判断ＤＩは合計で５０．６となり、前回調査より３．４ポイン

ト低下している。構成比では、「やや良くなっている」と回答した人が９．７ポイント低下し、

「やや悪くなっている」と回答した人は４．０ポイント上昇している。 
 景気の先行きに対する判断理由を見ると、家計動向関連では、「現状維持が精一杯である。」

「物価上昇が落ち着く兆しが見えない。」といった意見があるものの、「外国人客が好調に推

移する。」「海外旅行申込者が増加傾向である」などの意見が寄せられ、ＤＩは前回調査から

１．８ポイント上昇し５５．７となった。企業動向関連では、「人員不足が少し解消している。」

「賃金の上昇により、やや良くなる。」といった意見はあるものの、「受注量の減少、原材料

費の高騰により収益悪化が見込まれる。」「資材費の値上げが今後も続く見通しである。」な

どの意見が寄せられ、ＤＩは前回調査から２．２ポイント低下し４７．８となった。結果、先

行き判断ＤＩは合計で５１．７と、前回調査と変わらず横ばいである。構成比では、「変わら

ない」と回答した人は２１．４ポイント低下し、「やや悪くなる」と回答した人が１３．１ポ

イント上昇している。 

 今回の調査では、前回調査から現状判断ＤＩは低下し、先行き判断ＤＩは横ばいとなった。

家計動向関連では、物価上昇に伴う消費の減少を懸念する声があった一方で、春節等による外

国人客の増加に期待する声があった。企業動向関連では、人手不足や人件費の高騰を懸念する

声があった。円安、原材料・エネルギー価格、物価高が続く中、政府の経済対策の動向や金融

資本市場の変動等の影響を注視していく必要がある。 

 ※１ 景気動向指数ＤＩ(Diffusion Index)とは、 
 景気の動きを知るための代表的な経済指標。増加（または「上昇」「楽」など）したと答えた
企業割合から、減少（または「下降」「苦しい」など）したと答えた企業割合を差引いた数値の
ことで、不変部分を除いて増加したとする企業と減少したとする企業のどちらの力が強いかを比
べて時系列的に傾向をみようとするものです。 

 ※２ 平成２４年２月～令和７年２月のＤＩの推移は別紙のとおり 



景気の現状判断ＤＩの推移

平成年/月 H24/2 H24/4 H24/6 H24/8 H24/10 H24/12 H25/2 H25/4 H25/6 H25/8 H25/10

合　　　計 44.0 55.0 43.2 51.5 41.0 41.5 54.7 60.0 57.1 53.5 57.7

家計動向関連 46.6 58.8 41.3 51.0 44.3 45.5 57.6 66.0 59.0 55.0 55.2

企業動向関連 41.7 52.0 45.0 52.0 38.0 38.0 52.0 54.0 55.2 52.0 60.0

平成年/月 H25/12 H26/2 H26/4 H26/6 H26/8 H26/10 H26/12 H27/2 H27/4 H27/6 H27/8

合　　　計 56.8 51.0 48.0 53.1 50.0 45.7 44.1 46.1 53.6 51.5 50.0

家計動向関連 56.5 49.0 54.0 54.3 51.0 50.0 52.3 41.7 57.3 55.0 53.0

企業動向関連 57.0 53.1 42.0 52.0 49.0 42.0 37.0 50.0 50.0 48.0 47.0

平成年/月 H27/10 H27/12 H28/2 H28/4 H28/6 H28/8 H28/10 H28/12 H29/2 H29/4 H29/6

合　　　計 50.0 44.4 42.5 44.0 40.5 42.3 49.5 50.0 48.5 53.1 50.5

家計動向関連 52.2 44.8 46.0 42.0 39.0 40.6 47.0 53.0 49.0 54.2 49.0

企業動向関連 48.0 44.0 39.0 46.0 42.0 44.0 52.0 47.0 48.0 52.0 52.0

平成年/月 H29/8 H29/10 H29/12 H30/2 H30/4 H30/6 H30/8 H30/10 H30/12 H31/2 H31/4

合　　　計 50.5 53.1 54.5 54.5 57.0 51.5 48.5 50.0 52.0 48.0 49.0

家計動向関連 50.0 53.0 57.0 54.0 59.0 53.1 45.0 52.0 53.0 47.0 54.0

企業動向関連 51.0 53.1 52.0 55.0 55.0 50.0 52.0 48.0 51.0 49.0 44.0

平成年/月 Ｒ1/6 Ｒ1/8 Ｒ1/10 Ｒ1/12 Ｒ2/2 Ｒ2/4 Ｒ2/6 Ｒ2/8 Ｒ2/10 Ｒ2/12 R3/2

合　　　計 43.0 46.4 38.3 38.8 36.2 6.0 27.0 37.8 54.0 36.5 29.0

家計動向関連 44.0 48.9 34.4 41.0 29.2 8.3 28.0 43.8 60.0 38.0 26.0

企業動向関連 42.0 44.0 42.0 36.5 43.0 4.0 26.0 32.0 48.0 35.0 32.0

平成・令和年/月 Ｒ3/4 Ｒ3/6 Ｒ3/8 Ｒ3/10 Ｒ3/12 Ｒ4/2 Ｒ4/4 Ｒ4/6 Ｒ4/8 R4/10 R4/12

合　　　計 42.5 42.7 38.8 58.9 62.2 37.0 52.8 58.9 46.7 59.5 58.3

家計動向関連 43.0 45.8 39.0 64.1 65.2 33.3 61.8 68.8 45.0 69.1 66.7

企業動向関連 42.0 39.6 38.5 54.0 59.4 40.0 46.0 51.0 48.0 53.0 51.0

令和年/月 R5/2 R5/4 R5/6 R5/8 R5/10 R5/12 R6/2 R6/4 R6/6 R6/8 R6/10

合　　　計 59.4 60.6 62.2 62.8 63.8 54.9 58.5 59.0 54.3 54.4 53.9

家計動向関連 63.8 68.8 67.0 64.8 69.3 56.8 64.8 59.1 55.7 46.3 55.0

企業動向関連 56.0 54.0 58.0 61.0 59.0 53.1 53.0 59.0 53.0 61.0 53.0

令和年/月 R6/12 R7/2

合　　　計 54.0 50.6

家計動向関連 56.6 48.9

企業動向関連 52.0 52.2
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景気の先行き判断ＤＩの推移

平成年/月 H24/2 H24/4 H24/6 H24/8 H24/10 H24/12 H25/2 H25/4 H25/6 H25/8 H25/10

合　　　計 46.7 51.1 46.4 46.5 42.6 44.7 57.8 60.5 53.6 57.0 55.1

家計動向関連 53.4 51.3 46.7 46.0 51.1 47.7 62.0 64.0 55.2 55.0 53.1

企業動向関連 40.6 51.0 46.0 47.0 35.0 42.0 54.0 57.0 52.1 59.0 57.0

平成年/月 H25/12 H26/2 H26/4 H26/6 H26/8 H26/10 H26/12 H27/2 H27/4 H27/6 H27/8

合　　　計 56.3 43.8 51.0 54.2 48.5 47.9 44.7 52.8 H27/5 54.5 56.5

家計動向関連 56.5 41.7 57.0 56.5 49.0 52.3 50.0 57.1 H27/6 57.0 59.0

企業動向関連 56.0 45.8 45.0 52.0 48.0 44.0 40.0 49.0 H27/7 52.0 54.0

平成年/月 H27/10 H27/12 H28/2 H28/4 H28/6 H28/8 H28/10 H28/12 H29/2 H29/4 H29/6

合　　　計 49.0 48.0 46.0 46.5 46.5 51.5 49.5 47.0 55.1 51.0 49.0

家計動向関連 53.3 47.9 50.0 49.0 46.0 51.0 51.0 46.0 56.3 52.1 51.0

企業動向関連 45.0 48.0 42.0 44.0 47.0 52.0 48.0 48.0 54.0 50.0 47.0

平成年/月 H29/8 H29/10 H29/12 H30/2 H30/4 H30/6 H30/8 H30/10 H30/12 H31/2 H31/4

合　　　計 54.2 54.6 51.0 57.5 54.0 50.5 55.0 53.5 48.0 46.0 49.0

家計動向関連 55.4 58.0 55.0 62.0 58.0 52.1 56.0 55.0 50.0 48.0 50.0

企業動向関連 53.0 51.0 47.0 53.0 50.0 49.0 54.0 52.0 46.0 44.0 48.0

平成年/月 Ｒ1/6 Ｒ1/8 Ｒ1/10 Ｒ1/12 Ｒ2/2 Ｒ2/4 Ｒ2/6 Ｒ2/8 Ｒ2/10 Ｒ2/12 R3/2

合　　　計 47.5 35.4 44.9 44.9 36.2 22.3 43.5 36.7 48.5 38.5 54.0

家計動向関連 50.0 38.0 53.1 47.0 37.5 27.4 52.0 43.8 52.0 43.0 62.0

企業動向関連 45.0 33.0 37.0 42.7 35.0 18.0 35.0 30.0 45.0 34.0 46.0

平成・令和年/月 Ｒ3/4 Ｒ3/6 Ｒ3/8 Ｒ3/10 Ｒ3/12 Ｒ4/2 Ｒ4/4 Ｒ4/6 Ｒ4/8 R4/10 R4/12

合　　　計 43.0 60.4 47.4 63.0 61.2 56.5 54.0 53.3 49.4 58.3 58.3

家計動向関連 42.0 67.7 53.0 67.4 63.0 60.7 63.2 63.8 52.5 67.6 63.1

企業動向関連 44.0 53.1 41.7 59.0 59.4 53.0 47.0 45.0 47.0 52.0 54.2

令和年/月 R5/2 R5/4 R5/6 R5/8 R5/10 R5/12 R6/2 R6/4 R6/6 R6/8 R6/10

合　　　計 56.7 62.8 59.0 59.6 59.0 56.5 54.3 53.7 50.0 58.9 51.7

家計動向関連 61.3 67.5 59.1 61.4 67.0 58.0 62.5 50.0 46.6 58.8 57.5

企業動向関連 53.0 59.0 59.0 58.0 52.0 55.2 47.0 57.0 53.0 59.0 47.0

令和年/月 R6/12 R7/2

合　　　計 51.7 51.7
家計動向関連 53.9 55.7
企業動向関連 50.0 47.8

担当部署：中央区区民部商工観光課中小企業振興係
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